
「多文化共生マネジメント学会」での講演について（DF） 

 

◆氏名・会員番号   伊豆芳人（イズヨシヒト）・１０６３ 

◆現在の活動について 

 前職（ANA グループ）での経験に基づきツーリズムに関係する活動をしています。 

 

➀ボーダーツーリズムによる日本の国境地域の観光の魅力の PR と地域活性化を目的としてボーダーツーリズム推進協議会を主

宰（対馬市・五島市・礼文町・与那国町等が参加）https://www.border-tourism.com/ 

 ＊ボーダーツーリズム：国境をテーマとする観光（国境を超える体験・国境を眺める体験・日本と国境線の向こうの地域につい

て歴史・文化・自然等で比較する体験） 

➁その他 

 ・㈱トラベルジップ・顧問  

＊トラベルジップ 地方自治体の観光戦略構築と公式観光ホームページの制作と運用（現在のクライアント数 ２２

県・２６０市町） 

 ・中西進と２１世紀を生きる会・事務局長 ＊中西進 文化勲章受章者・元号令和の考案者 

 ・北海道大学スラブユーラシア研究センター 共同研究員 

 ・青山ヒューマン・インベーション・コンサルティング㈱ 特別研究員 

 ・㈱クロス・カンパニー ビジネスプランナー  

   ＊クロス・カンパニー アート・デザイン制作による知的障がい者の仕事を創造する 

    https://crossteam.jp/ 

 ・中京大学非常勤講師 法学部・国際関係 

 ・2026 年 4月より多文化共生マネジメント学会に参加 

   ＊DF では大学での講義（アカデミーグループ）、観光立国研究会に所属しています。 

 

◆多文化共生マネジメント学会について 

・学会の目的 

多文化共生マネジメント学会は、「我が国における外国人雇用やマネジメントに関する学術研究の振興を図り、もって外国

文化・教育・学術の交流及び発展に寄与し、外国人労働者と日本人経営者・労働者との相互理解を促進する」ことを目的

としています。 

・学会の目標 

外国人雇用に関する人材マネジメントや人事制度・ディーセントワークの研究、外国人雇用に関するリスクマネジメントの研

究を行い、「多文化経営」認証制度の開発を目標としている。 

https://boaf.or.jp/multicultural-management/ 

 

 ・「多文化共生マネジメント学会」での講演の経緯 

  これまで移住・定住人口を増加させる政策がうまく行かず、交流・観光人口、関係人口など様々な政策が実施されてきた。

観光立国政策もその一つであり、訪日旅行の増大は成功しつつあるが、都市部集中、イベントリスクに脆弱であり、私はボーダ

ーツーリズムの活動を通して「観光客は地域に対してある意味で“無責任”である」と実感もしていた。そんな中でボーダーツーリ

ズム推進協議会の会員でもあった青山学院大学の玉木欽弥教授は多文化共生マネジメント学会の会長であり、人口流出

等に苦しむ日本の国境地域にとって外国人雇用は重要なテーマであることから、今年第 3回目の総会において日本の国境

地域の現状についての講演を依頼された。 

 

https://crossteam.jp/
https://boaf.or.jp/multicultural-management/


◆講演の概要 

 ➀日：令和8年 6月 30日  会場：青山学院大学青山キャンパス 

 ➁概要 

   使用したスライドは添付しています。 

  ◆日本の国境・境界地域の現状 

   ・礼文町 止まらぬ人口減少 人口 1955年 9874 人⇒2025年 2183 人 

         労働人口の減少 主要産業である漁業の担い手がいない 

         アクセスの減少   空港はあるが航空路の再開の見込みはなし/フェリーも厳しい経営（夏場のみ） 

                     まさに「行き止まり」 

   ・与那国町 止まらぬ人口減少 人口 戦後５年間 15000 人⇒2025 年 1665人 

         戦後 5年間は密貿易だったが台湾・中国・東南アジア・沖縄本島・阪神地区との物資の取引があった 

         台湾まで 110 ㎞だが定期航空路・航路はない。 

         現在自衛隊とその家族 250名が在住。有事に備えた防衛任務を担うと同時に町民との交流もあり 

         町の活性化にもつながっている 

 ◆有人国境離島法について 

 ◆ボーダーツーリズムの重要性 

   「国境を超える体験」ができるのは国境線を挟んで隣国との友好関係が築けていること。国際情勢は厳しいが 

  民間交流を絶やさず、止まっている地域は復活させる民間活動である 

 ◆長崎県五島市の多文化共生「五島モデル」の紹介 

    ボーダーツーリズム推進協議会の会員である五島市が公設民営の取組として成果を出している日本学校について 

   説明した。 

 以上の講演の結果、学会内にボーダーツーリズム部会を設立し、研究・国境地域への訪問などの活動を行うことになった 

 来年春にはボーダーツーリズム推進協議会のツアーとして五島市を訪問し日本語学校の見学も行う予定。 

 

以上 


